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黄色重粘土水田における稲わら分解促進剤の施用効果

種市 温美・黒田 農 *・ 小野 岡J志

(岩手県立農業試験場 。'岩手県公害センター)

Effect oF Straw Decompositional AcceleratOr Application on Yollow Heavy Clay Paddy Soil

Atsumi TANEICHI, Atsusi Kじ RoD´r and TsuyOsi ONO

(batPrdeduttv視 1緊Ii:iビ需甘1:£鼻::Ltta“
Prdedural)

1 は じ め に

水稲収穫作業の機械化が進むにつれ稲わらの処理は今後

の大きな課題である。生の稲わらは堆厩肥よりもC/N比
が高いため分解が遅く,施し方によっては稲の生育に大き

な障害を与える。これまでは石灰窒素の同時散布による秋

鋤込みが慣行であったが,近年各種稲わら分解促進剤が開

発されつつある。今報では排水不良な重粘土水田で稲わら

分解促進剤の処理効果を検討した結果について報告する。

2試 験 方 法

試験圃場として岩手県紫波町志和にある北上川西部台地

上の細粒黄色土水田 (蓼沼統)30a圃場を選定 した。試験

区の面積は 1区300「 とした。なお,北上川西部台地は同

じ成因の重粘土壌が広く分布し,場所により稲わら施用に

よる異常還元が問題となっている地域である。

表 1に示した試験区構成により平成 2年 (1990年)10月

に水稲をコンバインで収穫した後に分解促進資材を散布し,

秋耕起によりわらと同時に鋤込んだ。なお,注に示すよう

に,F資材は発酵鶏糞をベースとした有機質資材,T資材
はようりんと尿素をベースとした資材である。

秋鋤込みによるわらの分解程度を調査するため,平成 3

年春耕起前に土壌 (作土)を 15～ 20kg採取した。その全量

を水洗してわらを分離,乾燥したものを分離わらとした。

分離わらについては形態観察後,全窒素,全炭素の分析を

行った。

平成 3年の春耕起,代かき以降の作業は農家の慣行にし

たがい,その後の生育,収量,稲体分析調査を実施した。

また,土壌の化学性調査は,春耕起前の4月 と水稲収穫後

の11月 に採取した土壌 (作土)について行った。

耕種概要は次の通り:品種 :ト ヨニシ■ (中苗),移植

日 :5月 8日 (機械移植),栽植密度 :208株 /♂ ,刈取
日 :9月 21日

3 試験結果及び考察

分離わらの形態観察結果,無処理区に比して,石灰窒素

区及びT資材区ではわらの形態が不明瞭化しており,F資
材区では色が黒色に変化していた。表 2に示した分離わら

表 1 試験区の構成 (kg/10a)

区 名

無 施 用

石灰窒素

F資 材
T資 材

N  38+00■ 12+12
P00` 38+00+00+00
K20 38+65+12+12
計 IN P20`  K,0
62     38     127

注 1)資材散布 ;平成 2年■月14日
2)わ ら鋤込み ;平成 2年 11月 27日
3)F資材 IFN 21微生物群+増菌補助剤+生息保

護剤
4)T資材 1全窒素125%,く 溶性燐酸125%,

く溶性苦±80%(含有成分として可
溶性珪酸125%,ア ルカリ分300%)

5)基IE;側条ペースト1号 (12-12-12)
6)追181,6/24 塩加加里
追肥 2,7/6 NKC17号 (17-0-17)
追肥 3;7/15 NKC17号 (17-0-17)

のC/N比をみると,無処理区が最も高く,石灰窒素区 ,
資材区の順に低くなる傾向がみられた。以上のことからい

ずれの資材もわらの分解促進に効果があったものと判断さ

れた。しかし,全炭素が資材施用により低下していないこ

とから,C/N比 低下の原因はセルロース分解よりむしろ
窒素の取り込みによる質的変化が大きいと考えられる。な

かでもF資材は施用窒素量に比して分離わらの全窒素含量

が大きかった。

表 3に資材処理 5カ 月後 (平成 3年 4月 )と 1年後 (平

成 3年 11月 )の土壌分析結果を示した。土壌のC/N比 も
分離わらと同様,資材処理により低下した。また,石灰窒

素区,F資材区でやや交換性塩基が増加する傾向がみられ

たが,他の成分については処理区間での差力潔 められなかっ

た。

表 4に生育調査の結果を示した。草丈,茎数とも無施用

区が小さく,石灰窒素区が大きく,資材区はこのほぼ中間

の値であった。この傾向は成熟期の穂数でも同様であった。

出穂期は区間差がなく同じ8月 6日 であつた。

収量及び構成要素を表 5に示した。収量は無施用区対比

で石灰窒素区が102,F資材区が103,T資材区が105で い

施肥成分量

-79-



東 北 農 業 研 究 第 45号  (1992)

ずれも無処理区を_L回った。等級は全て 1等の下であった。

収量構成要素は,穂数,籾数,千粒重とも無施用区に比べ

処理した 3区が上回った。登熟歩合については,石灰窒素

区がやや低めであったはかは差がなかった。

lkg/10″ )

8/10    ,/5    7/22   山穂期   成熟期
月/ロ

図 1 窒素吸収量の推移

図 1に稲体窒素吸収量の推移を示した。窒素吸収量は出

穂期までは処理区間の差が判然としなかったが,成熟期に

いたり無施用区と他の 3処理区間の差が明瞭になった。こ

れは成熟期の乾物重,窒素濃度共に無施用区を上回ったこ

とによるものである。

表 6に成熟期の稲体養分含有率及び吸収量を示した。T
資材区で珪酸吸収量が若十少ないものの,燐酸,加里,珪
酸の濃度,吸収量は無施用区に比べ他の 3処理区が上回る

傾向にあった。

注 1)平成 3年 4月 に上壌から分離したわらを分析
2)新鮮わらは平成 3年に刈取りしたものを分析

(nf当 り)

表5 収量及び収量構成要素

注 ふるいめは19価を側電

表 6 各養分含有率,吸収量 (成熟期)

以上より,FないしTの両資材は春先までの稲わら分解
過程にやや違いがみられたが,その後の水稲生育,収量に

は差がなく,石灰窒素並の施用効果を持つものと考えられ

る。

4ま と め

重粘質水口における生わらの秋鋤込みに対して,2種類
のわら分解促進剤の秋鋤込み同時施用の効果を検討した。

その結果,両資材とも春までの稲わらの分解程度,そ の後

の水稲の生育,養分吸収に石灰窮素と同等の資材施用効果

が認められた。

生育調査表 4

区 名

較      (ω 茎数0 軸

6/13 7/6 7/92 6/13 7/5 7/22 眼
ω
脹
⑤
轍
④

無施用

石灰窒素

F資 材

T資 材

547

569
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563
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1下
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1下
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880

873

899

899

217

218

220

220

素 527

区 名
N PЮ : K20 S102

% k/1鮨 % lυ100 % kg/1ea % υ10a

無脚1

石灰窒素

F翻

T資材

080

093

088

092

98

119

111

117

0142

042

046

046

61

54

59

68

096

101

094

098

117

129

120

123

579

5“

587

555

707

72 3

742

08

注 春平成3年 4月 ,秋 平成3■ 1月
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